
第46期定時株主総会招集ご通知に際しての

イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

（2018年４月１日から2019年３月31日まで）



連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(１)連結の範囲に関する事項

①連結子会社の数　　　　　　　　 14社

②主要な連結子会社の名称

Maruwa (Malaysia)Sdn.Bhd.、MARUWA Electronics (Taiwan)Co.,Ltd.、Maruwa Europe 

Ltd.、Maruwa America Corp.、Maruwa Korea Co.,Ltd.、Maruwa (Shanghai)Trading 

Co.,Ltd.、MARUWA Electronic (India)Pvt.Ltd.、株式会社MARUWA QUARTZ、株式会社

MARUWA SHOMEI、MARUWA MELAKA SDN.BHD.、株式会社YAMAGIWA、株式会社MARUWA CERAMIC

③主要な非連結子会社の名称及び連結の範囲から除いた理由

MARUWA ELECTRONICS(HK)CO.,LIMITED､ Maruwa Trading Sdn.Bhd.､他３社

　非連結子会社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼし

ていないため、連結の範囲から除外しております。

(２)持分法の適用に関する事項

非連結子会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法は適用しておりません。

(３)連結子会社の事業年度に関する事項

　連結子会社のうち、Maruwa(Shanghai）Trading　Co.,Ltd.の決算日は12月31日でありま

す。連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間

に生じた重要取引については連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の

事業年度の末日は、連結会計年度と一致しております。

(４)会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

（イ）有価証券

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法
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（ロ）たな卸資産

　当社及び国内連結子会社は主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を、また、在外連結子会社は移動

平均法による低価法等を採用しております。

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

（イ）有形固定資産及び投資不動産

　当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法を採用しております。また、在外連結子会社は

所在地国の会計基準の規定に基づく定額法等を採用しております。なお、主な耐用年

数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　　 ８～50年

機械装置及び運搬具　　　　　 ２～９年

（ロ）無形固定資産

自社利用のソフトウェア　 　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他　　　　　　　　　 　定額法

③重要な引当金の計上基準

（イ）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

（ロ）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上してお

ります。

（ハ）役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年

度に見合う分を計上しております。

④その他連結計算書類の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　 税抜方式

(５)のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。
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２．表示方法の変更に関する注記

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰

延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

３．連結貸借対照表に関する注記

(１)有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 26,625,689千円

投資不動産の減価償却累計額 429,041千円

(２)国庫補助金等を受け入れたことにより取得価額から控除した圧縮記帳額

建物及び構築物 285,748千円

機械装置及び運搬具 664,971千円

(３)期末日満期手形

　期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理をし

ております。なお、当連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期

手形等が当連結会計年度の期末残高に含まれております。

受取手形 94,340千円

電子記録債権 68,287千円

４．連結損益計算書に関する注記

通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 43,596千円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(１)当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
の 株 式 数

普通株式 12,372千株 －千株 －千株 12,372千株

(２)自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当連結会計年度末
の 株 式 数

普通株式 ９千株 21千株 ２千株 28千株

（注)１．普通株式の自己株式の増加21千株は取締役会決議による自己株式の取得等によるもの

であります。

２．普通株式の自己株式の減少２千株は、譲渡制限付株式報酬の交付によるものでありま

す。

(３)新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

(４)剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

（決　議） 株式の種類
配 当 金 の
総 額 ( 千 円 )

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 271,970 22.00
2018年
３月31日

2018年
６月27日

2018年10月30日
取 締 役 会

普通株式 296,690 24.00
2018年
９月30日

2018年
12月10日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と

なるもの

（決議予定） 株式の種類
配 当 金 の
総額(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年６月25日
定 時 株 主 総 会

普通株式 296,233 利益剰余金 24.00
2019年
３月31日

2019年
６月26日
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６．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(１)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、一時的な余資を預金もしくは安全性の高い金

融資産で運用を行うこととしております。資金調達については、策定された資金計画に

基づき、所要資金の使途を勘案のうえ、金融機関からの長短期借入金、株式の発行、社

債の発行等によりこれを行うこととしております。デリバティブは、後述するリスクを

回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(２)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。また、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動

リスクに晒されておりますが、同じ外貨建ての買掛金の残高の範囲内にあるものを除き、

先物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス

クに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であり

ます。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ

外貨建ての売掛金の残高の範囲内にあるものを除き、先物為替予約を利用してヘッジし

ております。

　デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッ

ジを目的とした先物為替予約取引であります。

(３)金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理規程に従い、営業債権について、管理部門が主要な取引先の状況を

定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況

等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、

当社の債権管理規程に準じて、同様の管理を行っております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定している

ため信用リスクはほとんどないと認識しております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リス

クに対して、先物為替予約を利用してヘッジしております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握

し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理

規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。
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③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管

理

　当社は、営業債務について、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画

を作成・更新するとともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しており

ます。

(４)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり

ます。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりませ

ん。((注２)参照)

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 現 金 及 び 預 金 22,627,403千円 22,627,403千円 －千円

②受取手形及び売掛金 10,266,096

③ 電 子 記 録 債 権 1,476,219

④ 貸 倒 引 当 金 ( ＊ ) △1,920

11,740,395 11,740,395 －

⑤ 投 資 有 価 証 券 275,479 275,479 －

資 産 計 34,643,279 34,643,279 －

⑥支払手形及び買掛金 2,827,288 2,827,288 －

⑦ 電 子 記 録 債 務 1,704,169 1,704,169 －

⑧ 未 払 法 人 税 等 1,590,551 1,590,551 －

負 債 計 6,122,008 6,122,008 －

＊　一般債権に対する貸倒引当金を控除しております。

(注１)金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金、③電子記録債権
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これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

⑤投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債

⑥支払手形及び買掛金、⑦電子記録債務、⑧未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、

当該帳簿価額によっております。

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非 上 場 株 式 64,960千円

　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、時価開示の対象としておりません。

(注３)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１ 年 以 内
( 千 円 )

１ 年 超
５ 年 以 内
( 千 円 )

５ 年 超
1 0 年 以 内
( 千 円 )

1 0 年 超
( 千 円 )

現 金 及 び 預 金 22,627,403 － － －

受取手形及び売掛金 10,266,096 － － －

電 子 記 録 債 権 1,476,219 － － －

合 計 34,369,719 － － －
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７．賃貸等不動産に関する注記

　当社では、愛知県において、賃貸用のオフィスビル(土地を含む)を有しております。2019

年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は6,216千円(賃貸収益は営業外収益に、

賃貸費用は営業外費用に計上)であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次

のとおりであります。

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,002,008千円 △4,750千円 997,257千円 1,620,500千円

(注)１.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２.当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却費(18,530千円)であります。

また、主な増加額は固定資産取得額（13,780千円）であります。

３.時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。ただし、

直近の評価時点から、一定の評価額や市場価格を反映していると考えられる指標に重要

な変動が生じていない場合には、当該評価額によっております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たりの純資産額 4,452円25銭

(2) １株当たりの当期純利益 547円87銭

９．企業結合等に関する注記

１．取引の概要

（１）相手企業の名称及びその事業の内容

相手企業の名称　株式会社ブリヂストン

事業の内容　　　　高純度炭化ケイ素ファインセラミック部材事業

（２）企業結合を行った主な理由

　当社は創業以来、一貫してセラミック材料をコア技術として位置づけ、幅広く素材事

業を展開し、多くのグローバルNo.1製品を生み出し成長してまいりました。半導体製造

装置市場やパワー半導体モジュール市場など今後も成長が著しい分野で重要な素材事業

として考えております。一方、株式会社ブリヂストンの事業の一部であります高純度炭

化ケイ素ファインセラミック部材事業は世界 高レベルの超高純度で優れた特性を持ち、

多くの独自技術を含めた特許で半導体顧客に製品を納めております。当社は半導体業界

で更なる強みを発揮するため、当該事業を譲り受けることとしました。
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（３）企業結合日

2018年12月４日

（４）企業結合の法的形式

事業譲受

（５）企業結合後の名称

変更はありません。

（６）取得企業を決定するに至った主な根拠

現金を対価とする事業譲受のためであります。

２．連結計算書類に含まれる取得した事業の業績の期間

2018年12月４日から2019年３月31日まで

３．取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 1,603,834千円

取得原価 1,603,834

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額　267,239千円

（２）発生原因

　今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力から発生したものであります。

（３）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 1,263,736 千円

固定資産 72,857

資産合計 1,336,594

６．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結

損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

11．その他の注記

　該当事項はありません。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(１)資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

(イ)関係会社株式　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

(ロ)その他有価証券

時価のあるもの

　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・仕掛品・商品・材料・貯蔵品

　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法により算定）を採用しております。

(２)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産及び投資不動産　　定率法

　ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１

日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　　　31～50年

機械及び装置　　　　　　　　　　２～９年

②無形固定資産

自社利用のソフトウェア 　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他　　　　　　　　 　　定額法

(３)引当金の計上基準

①貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

②賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。
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(４)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　 税抜方式

(５)のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。

２．表示方法の変更に関する注記

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16

日）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示する

方法に変更しております。

３．貸借対照表に関する注記

(１)有形固定資産及び投資不動産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 10,260,231千円

投資不動産の減価償却累計額 429,041千円

(２)関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 696,200千円

短期金銭債務 2,487,368千円

長期金銭債権 600,000千円

(３)国庫補助金を受け入れたことにより取得価額から控除した圧縮記帳額

機械装置 34,641千円

(４)期末日満期手形

　期末日満期手形等の会計処理については、手形交換日または決済日をもって決済処理し

ております。なお、当事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形等が期末残高に含まれております。

受取手形 34,437千円

電子記録債権 38,847千円
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４．損益計算書に関する注記

(１)関係会社との取引高

営業取引による取引高

　売上高 700,371千円

　仕入高 12,676,943千円

　その他営業取引高 413,145千円

営業取引以外の取引による取引高 156,909千円

(２)通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 13,432千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 ９千株 21千株 ２千株 28千株

（注)１．普通株式の自己株式の増加21千株は取締役会決議による自己株式の取得等によるもの

であります。

２．普通株式の自己株式の減少２千株は、譲渡制限付株式報酬の交付によるものでありま

す。
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６．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

未払退職金 49,201千円

賞与引当金 110,944千円

たな卸資産評価損 37,599千円

土地評価損 15,132千円

未払事業税 34,642千円

減価償却費 32,879千円

減損損失 55,528千円

投資有価証券評価損 75,604千円

その他 35,810千円

繰延税金資産合計 447,342千円

（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △20,455千円

繰延税金負債合計 △20,455千円

繰延税金資産の純額 426,886千円
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７．関連当事者との取引に関する注記

種

類

会社等の

名称
住所

事業の

内容

議決権の

所有(被所

有)割合

関係内容
取引の

内容

取引金額

（千円）
科目

事業年度

末残高

（千円）
役員の

兼務等

事業上

の関係

子

会

社

株式会社

MARUWA

QUARTZ

福島県

三春町
製造業

直接

100%

(－)

兼任

1人

当社製品を

製造販売

製品の購入

(注1)
5,123,436 買掛金 985,069

株式会社

MARUWA

SHOMEI

東京都

港区

照明機

器事業

直接

100%

(－)

兼任

1人

当社製品を

製造販売

資金の貸付による

利息の受取(注2)
5,018

関係会社

長期貸付金
600,000

株式会社

MARUWA

CERAMIC

愛知県

尾張旭市
製造業

直接

100%

(－)

兼任

2人

当社製品を

製造販売

資材品等の

立替(注3)
2,775,563

その他流動

資産
387,669

製品の購入

(注1)
6,473,821 買掛金 1,223,735

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
１．取引条件については、市場価格を勘案して、両社協議の上決定しております。
２．資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
　　なお、担保は受け入れておりません。
３．資材品等の立替は、株式会社MARUWA CERAMICで使用する資材品や設備の一部を、当社

にて調達しているものであります。

８．１株当たり情報に関する注記

(１) １株当たりの純資産額 2,705円59銭

(２) １株当たりの当期純利益 153円92銭

９．企業結合等に関する注記
　連結計算書類の「連結注記表　企業結合等に関する注記」に同一内容を記載しているため
注記を省略しております。

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

11．その他の注記

該当事項はありません。
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